
労働者に対して時間的,金銭的配慮を行う等労働者個人のニ-ズを踏まえ
た能力開発に取り組む企業に対する助成措置を拡充するo

く2J事業主の人材育成能力の強化 1 7百万円

企業の教育訓練担当者を育成する訓練カリキュラムの開発.普及を図るo

く3つ キヤリアrコンサルテイングの推進 40億円

民問機関,職業能力開発大学校等におけるキヤリア.コンサルタントの養
成を推進し質の向上を図るとともに,企業内におけるキヤリア.コンサルテ
イング導入のための講習等を行うなど,キヤリア形成支援を推進するo

3 職業生活の転換期にある高齢者のキヤリア形成の支援 1 2億円

くり 地域における創業を支援する能力開発の推進 5. 3億円

地域における創業や新分野展軌こ係る相談援助1能力開発を実施する体制
を整備するQ

く2I起業等を支援するための多様な聴業訓練機会の確保 7. 1億円

高齢者の起業等を支援するため,そのニTズに応じた委託訓練を推進する.

4 キヤリア形成支援のための能力関発基盤の整備 209億円
くり 幅広い職種を対象とした職業能力評価制度の整備 2. 3億円

労働者のキヤリア形成や労働市場の機能強化を図るため,ホワイトカラ-

を含め,幅広い職準を対象とした職業能力評価基準の策定を業界団体等との
連携の下で進めるとともに1策定された評価基準等の普及促進を図るo

く21民間教育訓練機関の積極的な活用等効果的な職業能力開発の推進
205億円

専修学校等の民間教青訓練機関を括用した職業訓練を推進しl人材ニ-ズ
に的確に応えた効果的な職業能力開発を促進するo

く3I能力開尭に積極的な企業を推称する制度の創設 4 5百万円

能力開発に積極的に取り組む企業についてその内容,成果等を評価.公表
し,企業による職業能力開発の取組の促進に資する制度を創設するo

5 団塊の世代の高齢化に伴う技能継承等の支援
く11 2 0 0 7年間題に直面する中小企業等ヘの技能継承支援の創設

9. 8億円

4. 5億円

技能継承に係る相談窓口の設置l中小企業団体等による技能継承支援の推進1
技能継承を行う企業に対する助成制度の創設等により2 0 0 7年からの団塊世
代の引退に伴う問題に取り組む企業を支援するo

く21ものづくリ立国の推進
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5. 3億円


